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　 1 　EKL Appliance 事件
　（ 1 ）事件の概要








は、EKL India が AB Sweden に対して支払ったロイヤルティについて、




　これに不服を抱いた EKL India は、 所得税コミッショナー（Commissioner 




































として認められるか否か（1992年所得税法 §12（ 2 ）該当性）を巡って争






























































　1958年、政府の資金により設立された研究機関である National Council 
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国外の企業にとって魅力的な投資環境を提供するためには、如何なる租税改
革が求められるかを提言する内容となっている。当該報告書によると、イン












図表 1 　Tax on Royalty payments to Non-Residents
Country Rate Country Rate Country Rate Country Rate
Australia 35-40% Finland No tax Italy 24% Spain 19.8%
Austria 25.4% France 19.8% Japan 20% Sweden 55%
Belgium 18% Germany 29% Mexico 15.75% Switzerland No tax
Canada 15% Greece 35% Netherlands No tax Turkey 23.5%
Chile 25% India 61.5% Norway No tax U.K. 42.5%
Cuba 12% Indonesia No tax Pakistan 50% Uruguay 10%
Denmark No tax Ireland 37.5% Peru 13% U.S.A. 30%
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Exchange Management Act, 1999）により、外国親会社がインド子会社と
ライセンス契約を締結する場合、インド子会社が支払うロイヤルティについ
ては上限が設けられることとなった。技術やノウハウ等の供与に対しては輸
出額の 8 ％、国内販売額の 5 ％を上限とし、ブランドや商標等の供与に対し






































高裁による判断が下されたのは、2011年の Nestle India 事件
（35）
ではなかろう





















































































































係争中の ３ M 事件
（46）
である。
　米国に拠点を置く ３ M Company（以下「 ３ Ｍ米国」という。）は、1946
年にブラジルに子会社（以下「 ３ M ブラジル」という。）を設立した。1997
年、 ３ Ｍ米国と ３ Ｍブラジルはライセンス契約を締結し、 ３ Ｍ米国は ３ Ｍブ
ラジルに対して特許、製造技術、商標等の使用を許諾し、その対価として、









　1997年 ７ 月、 ３ Ｍブラジルは BPTO にライセンス契約の登録を申請した
が、同年10月、BPTO から登録申請を却下する旨のレターを受け取ること
になった。その後、 ３ Ｍブラジルはライセンス契約が BPTO に承認される
ように契約内容の見直しを行い、最終的には、商標の使用許諾に対して売上
高の 1 ％のロイヤルティを支払うという内容で1999年、BPTO への登録を














いる。さらには、IRS が課税根拠とした規則 §1.482- 1（h）（ 2 ）自体が違
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に移転価格税制を適用するのは違法であると判示したのである。それに対
抗するために制定されたのが規則こそが §1.482- 1（h）（ 2 ）なのである
（48）
。




milking, or distorting of the true net incomes）を防止することが目的で
あって、納税者が法規制によってコミッションを受け取ることができない状
況においてまで、482条を適用することはできないと判示していたのである。






















































　 ２ 　Tally Solution 事件
　（ 1 ）事件の概要
　インドに所在する法人 Tally Solutions（P.） Ltd.（以下「Tally India」
という。）は、“Tally”ブランドの財務会計管理ソフトウェアの開発、マー
ケティング、販売に従事しており、英国をはじめとする31カ国に関連者を有


























































Step 2 将来キャッシュフロー（EBIDTA）を、納税者の過年度の売上高に対する EBIDTAから見積もる
Step ３ WACC による割引率を用いて将来キャッシュフローを現在価値に割引く
Step ４
改良費の現在価値の算定（Present value of improvement）：
将来、改良に要すると見込まれる費用を、過去の R&D に支出した額を基に見積も
り、これを WACC を用いて現在価値に割引く
Step 5 将来キャッシュフローの現在価値の算定（Future cash flows）：Step ３ で算定した額から Step ４ で算定した額を差引く
Step 6 固定資産に係るリターンの現在価値の算定（Return on fixed assets）：過年度の売上高に要した減価償却費を基に、 資産から生じる割引リターンを算定する
Step ７ 運転資本に対するリターンの現在価値の算定（Return on worling capital）
Step 8 人的資本に対するリターンの現在価値を算定（Return on human capital）
Step 9 無形資産の現在価値の算定：無形資産の現在価値＝ Step 5 - Step 6 - Step ７ - Step 8
（出典）Sunny Kishore Bilaney “Intellectual Property Migration: Analysis from an Indian 
Transfer Pricing Perspective” International Transfer Pricing Journal, January/ February 2012, 
p.85 （2012）から抜粋。より詳細は、Tally Solutions （P.） Ltd., para.10参照。




































































































において争われた GE India 事件
（72）
である。


























































































































































































































　GAP International Sourcing Inc., USA（以下、「GAP US」という。）
の完全子会社としてインドに設立された GAP International Sourcing India
（P.） Ltd.（以下「GAP India」という。）は、インド国内における衣類の調
達サポートサービスを GAP グループ会社に提供していた。GAP India はそ
の対価として、GAP US からコストプラス15％の払戻を受けていた。
　これに対して税務当局は、インドのベンダーから GAP グループ会社への
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　インドに所在する Li & Fung India Private Limited（以下「Li & Fung 
India」 という。）は、 香港に拠点を置く Li & Fung グループの一員として設
立され、インド国内のベンダーから商品を調達する機能を果たしていた。Li 
& Fung India は、 TNMM を最適手法として選択し、 調達に要した費用に 5
％マークアップした金額を国外関連者から収受するモデルを採用していた。
　これに対して税務当局は、Li & Fung グループから海外の第三者である
顧客に輸出した商品の FOB 価格に対する 5 ％をコミッションとして収受す
べきであるとして移転価格調整を行った。これに不服を抱いた納税者は、
DRP に訴えたが、DRP は、Li & Fung India はインド国内のベンダーと海
外の第三者である最終顧客とをつなぎとめる重要なサプライチェーン機能を
果たしており、また、重要なリスクを負担していると認定した。さらに、Li 





②受取コミッション ①× 5 ％ $75
③営業費用 ①×0.6％ $ 9
④営業利益 ②−③ $66
⑤マークアップ率 ④／③ 733％
（出典）J. Harold McCLURE “GAP’s Win in India: Implications for Procurement Transfer 














を精査した結果、Li & Fung India は、投資リスク、在庫リスク、運転資本
リスク、財務リスク等を負担していないと認定した。





































































































































































































Cushman and Wakefield 事件
（113）
であろう。納税者は国外関連者から受けたイ

















ていると認められる点である。ここに先述の Evidence/Rendition Test 及び








































































































































（ 1 ）詳細は、拙稿「インドにおける移転価格税制の動向（ 1 ）」法研論集162号89頁
以下（2017）。
（ 2 ）Ajit Kumar Jain “Is It Time to Anchor Intra-Group Services in the Safe 
Harbor?” International Transfer Pricing Journal, November/December 2014, 
p.432 （2014）．
（ ３ ）Vrishti Beniwal & Bhuma Shrivastava “Modi’s Goal of a Tax-Friendly India 
Faces the Hurdle of Resources” Transfer Pricing Report, Vol.24, No.3, p.145 
（2015）．
（ ４ ）拙稿「インドにおける移転価格税制の動向（ 2 ） ～ （ ４ ・完）」法研論集163～
165号掲載予定。
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